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質問
項目

「中小企業憲章」の国会決議、ならびに「中小企業担当大臣の設置」について

質
問
内
容

当会では、中小企業が直面している様々な困難や矛盾を克服し、豊かな日本経済を実現するためにも「中小企業憲章」を現在の閣議決定に留め
ず、国民の総意である国会決議とすることが重要と考えています。また経済の大部分を占める中小企業を、政府の政策の中軸に据え、総合的に展
開していくためにも中小企業担当大臣の設置が必要と考えます。この点について、貴党のお考えをお聞かせ下さい。

日
本
共
産
党

日本共産党は政府が閣議決定した「中小企業憲章」を生かして、抜本的に中小企業支援を強め、経営の負担を思い切って軽減すべきだと考えま
す。その理念と内容を具体化するために「憲章」を国会決議することが大切です。
　一方、中小企業の支援策は、省庁ごとの縦割り、単発・細切れで使い勝手が悪くなっています。申請手続きの煩雑さも大きな負担です。省庁横断
的に「どんな問題も中小企業の立場で考え」、施策を実行できるようにするためには、法整備を行い、中小企業担当大臣を設置する必要があると考
えます。
　現在の中小企業庁の職員は約200人であり、宮内庁約1000人の5分の1にすぎません。中小企業庁を中小企業省に昇格させ人員を抜本的に増員
することも求められます。

国
民
民
主
党

産業・雇用の中核的な役割を担う地域の中小企業を育てるため、内閣に中小企業担当大臣を置き、旧民主党政権下で制定した中小企業憲章の理
念を実践します。
中小企業の継続と発展を支えるため、国の総力をあげ、人材確保策や事業承継を支援するとともに、競争力の高い中小企業や、創業間もない企業
への支援を強化します。
小規模企業へのきめ細かな支援体制を構築するとともに、ものづくり技術・技能の伝承、起業・創業・育成支援の体制強化、商店街を核とした中心
市街地の活性化、ODAを活用した海外展開支援などを一元的に推進します。

立
憲
民
主
党

「難局の克服への展開が求められるこのような時代にこそ、これまで以上に意欲を持って努力と創意工夫を重ねることに高い価値を置かなければな
らない。中小企業は、その大いなる担い手」とされている中小企業憲章の理念を守り、産業・雇用の中核的な役割を担う地域の中小企業を育てるた
め、実践します。国会決議や中小企業担当大臣設置の貴重なご提言については、真摯に受け止めたいと考えております。

自
由
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主
党

中小企業憲章は、政府が総力を挙げて中小企業政策に取り組むという強いメッセージを発信することで、意欲ある中小企業が新たな展望を切り開く
ことができるよう制定されました。新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、原油・物価高騰など厳しい状況下である今こそ「中小企業憲
章」の精神に立ち返り、中小企業の更なる発展のため、様々な声に耳を傾けながら、引き続き中小企業・小規模事業者の支援に取り組みます。
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国会決議や中小企業担当大臣の設置は可能だとは思いますが、形だけに終わらせないためには大企業優先の経済を変革する闘いが必要です。
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の
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「中小企業憲章」については閣議決定まで行われているが、国会での決議を検討すべきである。「中小企業担当大臣の設置」については、中小企業
庁を所管する経済産業大臣が兼ねるのであれば現状と同じで改革にはならず、別に設置するのであれば、役割と権限が不明確になるのため、慎重
な検討を要する。

公
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中小企業・小規模事業者は日本経済の屋台骨であり、中小企業支援は重要な課題であります。政府においては、２０１０年６月制定の「中小企業憲
章」の理念も踏まえつつ、創業の促進、経営革新や海外展開のための支援、小規模事業者に特化した施策体系の再構築など、中小企業・小規模
事業者に寄り添った支援策を着実に実施してきました。
さらに２０１９年より、中小企業・小規模事業者の存在意義や魅力を世の中に広め、更なる活躍の推進力とするべく、7月２０日が「中小企業の日」、７
月が「中小企業魅力発信月間」として制定されております。現在、中小企業・小規模事業者に関連したイベントを官民で集中的に開催しております。
地域を支える中小企業・小規模事業者の方々がいきいきと働かれている姿を発信し、次世代を担う若者が自ら輝く場として中小企業を目指す好循
環を、実現して参ります。

愛知中小企業家同友会
各党の中小企業政策に関する質問への回答　（到着順）

愛知同友会の髙瀬喜照会長名で各政党（政党要件を満たし、かつ愛知県内に県連等の本部機能を持つ政党）に対して公開質問状を提出し、以下の回答をい
ただきました。
１．明らかな誤植については、修正の上掲載しています。　　２．質問については各400字以内でお願いしました。到着順に上段より掲載しています。
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